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1．現状：予想外の 4％前半 

マレーシア統計庁（ＤＯＳＭ）は 5 月 15 日に 2013 年 1-3 月期の国内総生産（ＧＤＰ）を公表し

た。実質ＧＤＰ成長率は前年同期比（原系列）で 4.1％の増加となり、前期の前年同期比+6.5％よ

り大きく減速、2009 年 7-9 月期以来の低い成長率となった。 

成長率の内訳を需要項目別に見ると（図表 1）、成長率低下の主因は純輸出であり、内需について

は、前期と比較してもほぼ同程度の伸び率を確保していることが分かる。個人消費は前年同期比

+6.1％（前期：同+4.9％）と加速、投資は前年同期比+13.2％（前期：同+16.0％）と減速したもの

の、5四半期連続の 2 桁成長を記録している。投資の内訳を見ると民間投資が前年同期比+10.9％（前

期：同+20.1％）と大幅に減速したが、公共投資が前年同期比+17.3％（前期：同+12.9％）と加速

したために、全体の落ち込みを限定的に留めている。純輸出については、輸出が前年同期比▲0.6％

（前期：同▲1.6％）と 3 四半期連続のマイナス成長を記録する一方で、輸入が前年同期比+3.6％

（前期：同▲0.6％）と加速したために、純輸出の成長への寄与度は▲3.7％ポイント（前期：同▲

1.0％ポイント）とマイナス幅が大きく拡大した1。 

供給側を見ると（図表 2）、1-3 月期は、製造業が前年同期比+0.3％（前期；+5.7％）と急減速、

また、鉱業が前年同期比▲1.9％（前期は+4.2％）とマイナス成長に転じており、落ち込みが目立

つ。その他の業種では、建設業が前年同期比+14.7％（前期は同+17.8％）、サービス業が前年同期

比+5.9％（前期は同+6.4％）と比較的高い成長は維持しつつも、前期対比では若干鈍化した。農林

水産業のみ前年同期比+6.0％（前期+5.6％）となり、わずかに伸び率を高めている。 
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1 報道によれば、ゼティ総裁は輸入の増加について、飛行機の購入による一時的な押し上げであると言及している。 
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2．選挙は混乱なく終了、過度の悲観は必要なし 

今回のＧＤＰ統計からは、マレーシアの成長率が大きく低下し、外需に対する懸念が浮上したと

言える。実際、月次の輸出動向を地域別に見ると、米国・欧州・日本・中国向けの輸出が足もとで

すべてマイナス成長に陥っており、ＡＳＥＡＮ向けを除く輸出がすべて冴えない状況となっている。

特に主要産業である先進国向けの電気電子機器の輸出は不調で、製造業の売上高も冴えない（図表

3）。ただし、好感できる材料もある。内需のうち、やや弱含んでいた個人消費は持ち直している（図

表 4）。輸出が低迷するなかでも、労働市場が依然として好調で、最低賃金の導入などから、消費者

景況感の良好さが保たれていることが背景にあると思われる。1-3 月期は自動車販売やクレジット

カードの消費額が増えており、個人消費の減速傾向に歯止めをかけた。 

また、5 月 5 日に行われた総選挙で与党連合が前回並みの議席を確保して野党連合に勝利したこ

とも、経済成長に対する政治的なリスクの軽減につながったと言える2。特に、ナジブ首相下で実績

を挙げてきた、政府主導の投資振興策（ＥＴＰ；経済改革プログラム）が今後も続くという期待が

繋がったことは大きい。株価も選挙結果を好感して選挙後に急伸、最高値更新が続いている。 

そのため、マレーシアの成長率は大幅に鈍化したが、過度に悲観的になることはないと思われる。 

ただし、輸出に改善の兆しも見えていないことは、注意が必要だろう。企業景況感も落ち込みつ

つあり、製造業では、生産の低迷から設備投資に陰りが見えている。今は労働環境など消費者への

悪影響は広がっていないが、今後も輸出環境の改善が見られなければ、内需へのさらなる波及が懸

念される。 

また、マレーシアでは、長らく選挙対策ということもあって、燃料への補助金のほか、公務員の

給与引き上げや低所得者層への現金支給などバラマキ的な財政支出が実施されてきた。しかし、財

政赤字が続き、政府債務も拡大しているため、続投の決まったナジブ首相には、財政再建が求めら

れるだろう。補助金削減や消費税導入などの財政再建は不可欠だが、バラマキ型の財政支出で成長

率を押し上げてきた面もあるだけに、景気が腰折れしないよう注意する必要があるだろう。 

                                                  
2 選挙の結果は与党連合（国民戦線：ＢＮ）の議席が 133（前回 140）、野党連合（人民連盟：ＰＲ）の議席が 89（前回 82）であった。

ただし、得票率では人民連盟が国民戦線を上回っており、実質的には接戦だったとも言える。また与党連合のうち華人系の議席数が低

下した（15→7）。ナジブ首相は、かつてよりマレー系民族優遇社会から転換し、多民族の協調社会をつくることを目指してきたが、実

際の取組みは肝心の華人をはじめとした少数民族からはあまり支持されなかったなど、民族問題に関する課題は改めて浮き彫りになっ

たと見られる。 
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